
② 現行制度の概要

根拠条文：地方税法附則第９条第24項
創設年度：令和６年度
適用期限：令和９年３月31日
事前事後の計画認定・報告の有無：【事前：無】 【事後：無】

○電気供給業に係る法人事業税は、所得ではなく収入金額を課税標準とする「収入金課税」が適用される。容量市場および電源入札等においては、広域機関が事業
者間の資金を仲介する構造となっているため、広域機関への支払側（小売電気事業者、一般送配電事業者等）と広域機関からの受取側（発電事業者等）の双
方の収入金額に課税が生じ、経済的実態に即さない二重課税が発生する。

○具体的には、容量市場では小売電気事業者等が広域機関に支払う容量拠出金と、広域機関が発電事業者等に支払う容量確保契約金額との間で、また電源入札
等では一般送配電事業者等が広域機関に支払う電源入札拠出金と、広域機関が発電事業者等に支払う電源入札等補填金との間で、それぞれ二重課税が生じる。

○本措置は、この二重課税を回避し、電力の安定供給の確保を実現するため、電気供給業を行う法人が、広域機関に①容量拠出金および②電源入札拠出金に相当
する金額を支払った場合に、当該金額を課税標準である収入金額から控除するものである。

減収額
年度 令和６

金額（億円） 120

広域的運営推進機関が徴収する拠出⾦を控除する収⼊割の特例措置
対象税目：法人事業税（地方税）

（出所）件数：電力広域的運営推進機関に供給計画を提出した小売電気事業者数（2025年度P3、2026年度P2）
https://www.occto.or.jp/assets/houkokusho/2025/2025_nenjihoukokusho/nenjihoukokusho_2025_kyoukyuukeikaku_250328.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/kyoukei/torimatome/260330_kyokyukeikaku_torimatome/260330_kyokei_torimatome.pdf

適用額：容量市場における実需給年度である令和6年度の約定総額
電力広域的運営推進機関 「容量市場メインオークション約定結果（対象実需給年度：2024年度）」、（2020年9月14日発表）より
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/042_03_01.pdf

① 措置を講じる
背景・課題

（政策目的）

○容量市場（メインオークション・追加オークション）は、将来必要な供給力を確保し、再生可能エネルギーの導入拡大の下でも電力の安定供給と価格安定を図ることを
目的として、令和２年度に開始された。また、容量市場の一類型として長期脱炭素電源オークションが、脱炭素電源への新規投資に長期の収入予見性を付与し、安
定供給を維持しつつ電源の脱炭素化を計画的に進めることを目的に令和５年度に創設されたところ。加えて、電力需給が逼迫した際にも安定的に電力供給を維持す
ることを目的として、電源入札制度及び予備電源制度（以下、電源入札等）が設けられている。

○容量市場制度においては、小売電気事業者等が電力広域的運営推進機関（以下、広域機関という。）に容量拠出金を支払い、広域機関が発電事業者等に容
量確保契約金額を支払うが、容量拠出金と容量確保契約金額との間に二重課税が生じる。同様に、電源入札等においても、一般送配電事業者等から広域機関に
支払う電源入札拠出金と、広域機関から発電事業者等に支払う補填金との間に同様の二重課税が生じる。

○いずれも広域機関は資金を仲介しているに過ぎず、経済的実態は事業者間の取引であることから、これらの二重課税を回避し、制度導入によって不可避的に生じる追
加的な税負担を回避することを通じて、電力の安定供給の確保を実現する必要がある。

当該措置の政策体系
における位置づけ

○6.資源エネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進
（経済産業省政策評価基本計画（令和8年度～12年度）https://www.meti.go.jp/policy/policy_management/kihon-keikaku/R8_R12seisakuhyoukakihonkeikaku.pdf）

③ アクティビティ
○本措置により、容量市場及び電源入札等において広域機関を介した資金の仲介に起因する二重課税を回避を通じて、制度導入によって不可避的に生じる追加的な
税負担を回避し、電力の安定供給を維持することに寄与する。

④ アウトプット

年度 令和６

件数 694

適用額（億円） 15,987

減収額の試算：容量市場における実需給年度である令和6年度の約定総額（アウトプットの適用額欄に記載）に法人事業税率（0.75％）を乗じて、経済産業省にて試算

https://www.occto.or.jp/assets/houkokusho/2025/2025_nenjihoukokusho/nenjihoukokusho_2025_kyoukyuukeikaku_250328.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/kyoukei/torimatome/260330_kyokyukeikaku_torimatome/260330_kyokei_torimatome.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/042_03_01.pdf


アウトプットから短期アウトカムへ
の効果発現経路

〇二重課税が解消されることで、事業者に追加の負担を与えることなく、容量市場・電源入札等の制度を円滑に開始することが可能となる。

⑤ 短期アウトカム

○容量市場・電源入札等の円滑な制度運用への寄与。
指標：①容量市場の約定総容量（万kW）②電源入札等の実施・契約状況
目標値：広域機関が設定する目標調達量
対象期間：令和６年度

短期アウトカムから中期アウトカ
ムへの効果発現経路

〇容量市場及び電源入札等が円滑に開始されたのちも引き続き措置を行うことで、両制度が安定的に運用される。

⑥ 中期アウトカム

○容量市場、電源入札等の安定的な運用の実現
指標：①容量市場の約定総容量（万kW）②電源入札等の実施・契約状況
目標値：広域機関が設定する目標調達量
対象期間：令和６年度～令和８年度

中期アウトカムから長期アウトカ
ムへの効果発現経路

○容量市場及び電源入札等が安定的に運用され、毎年度の目標調達量に応じた供給力が確保されることで、必要な予備率が維持され、電力の安定供給が実現され
る。

⑦ 長期アウトカム

○容量市場・電源入札等を通じた電力の安定供給の実現
指標：最大需要時（厳気象H1需要時）の予備率
目標値：毎年度、安定供給に必要な水準（最低3%）を確保する
対象期間：令和６年度～令和15年度

分析に利用するデータ 選定理由（政府統計等でない場合、回収率・対象件数等）

容量市場の目標調達量、約定総容量（広域機関
公表値）

広域機関より公表される値。容量市場・電源入札等に係るすべての取引データがカバーされているため。

電源入札等の実施・契約状況（広域機関公表
値）

同上

電力需給検証報告書（広域機関） 広域機関より公表される値。長期アウトカムの指標（厳気象H1需要時の予備率）の実績値を直接か
つ客観的に確認できるため。

○アウトカムに対する効果分析

●分析手法：アウトカム指標についての時系列比較分析
選定理由：本措置による効果の発現状況を把握できるため



●電力広域的運営推進機関・目標調達量(対象実需給年度：2024年度)

２０２０年度メインオークション需要曲線作成要領（対象実需給年度：２０２４年度）(2020年6月3日 電力広域的運営推進機関)
https://www.occto.or.jp/assets/market-
board/market/jitsujukyukanren/files/200603_mainauction_jyuyoukyokusen_sakuseiyouryou_jitsujukyu2024.pdf

165,679,255kW（177,468,513kW－11,789,258kW）

●容量市場・約定容量(対象実需給年度：2024年度)

容量市場における約定容量
は目標調達量に達している

容量市場メインオークション約定結果（対象実需給年度：2024年度）(2020年9月14日 電力広域的運営推進機関)
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/042_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/jitsujukyukanren/files/200603_mainauction_jyuyoukyokusen_sakuseiyouryou_jitsujukyu2024.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/jitsujukyukanren/files/200603_mainauction_jyuyoukyokusen_sakuseiyouryou_jitsujukyu2024.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/jitsujukyukanren/files/200603_mainauction_jyuyoukyokusen_sakuseiyouryou_jitsujukyu2024.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/042_03_01.pdf


●2024年度夏季・冬季の電力需給実績

電力需給検証報告書（2024年10月）※1 電力需給検証報告書（2025年5月） ※2

※容量市場・予備電源制度において沖縄エリアは対象外であるため、全国９エリアの数値を参照する。

※1_電力広域的運営推進機関 「電力需給検証報告書（2024年10月）」 https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/chouseiryoku/2024/files/241024_denryokujukyukensho.pdf

※2_電力広域的運営推進機関 「電力需給検証報告書（2025年5月）」 https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/chouseiryoku/2025/files/250521_denryokujukyukensho.pdf



○評価等

① 各アウトカムの
達成状況

短期 中期 長期

○容量市場・電源入札等の円滑な制度運用への寄
与。
実需給2024年度向け容量市場メインオークションに
おいては、目標調達量16,567万kW（全体量
17,746万kWーFITFIP容量1,178万kW）に対
し、約定容量は16,769万kWとなっており、容量市
場における約定容量は目標調達量に達している。

○容量市場、電源入札等の安定的な運用の実現。
2024年度向け容量市場メインオークションにおいて
は同左のとおり、約定容量は目標調達量に達してお
り、一定程度安定的な運用の実現は達成されている。

○容量市場・電源入札等を通じた電力の安定供給の
実現。
2024年度においては、夏季最大需要時点の供給
予備率は全国9エリアで12.5%、冬季最大需要時
点の供給予備率は全国9エリアで12.4%と、安定供
給に必要な予備率3%を確保した。このように、制度
を通じた電力の安定供給が実現されている。

② 達成できていない
場合の要因

短期 中期 長期

- - -

③ 政策効果等
○本措置により、二重課税の回避を通じて、制度導入によって不可避的に生じる追加的な税負担を回避し、健全な事業活動が行われる環境が担保されている。これに
より容量市場・電源入札等の円滑な運用が下支えされ、必要な電力の供給力の確保・維持に寄与している。

④ 租税特別措置等
以外の手段と比較
した場合の相当性

○本措置は二重課税の回避を通じて、電力の安定供給維持を目的とするものであり、収入金課税という電気やガスといった特定の業態にのみ適用されている税制がなけ
れば措置する必要がないものであることから、補助金等の代替手段ではなく、租税特別措置による措置が適当。

主担当部局 ：資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課
共管担当部局 ：なし

⑤ 見直しの方向性
○令和９年度以降も、容量市場・電源入札等が継続されることから、収入金課税が継続される限りにおいては、継続を検討する。
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